
大阪建築防災C 定期報告ニュース
～ 報告書のよくある間違いについて ～

ニュースNo.6について

令和8年度も9月になり、これから資格者の皆様も調査・検査に忙しい時期かと思われます。防災センターでも提出数が増え、ご

提出から受付日の設定までにお時間をいただくようになると思います。スムーズに受付を進めるために、今回は最初の形式

チェックでよくみられる間違いや書類の添付漏れなどのうち、主なものをご紹介させていただきたいと思います。提出時には、今

一度ご確認いただき、間違いのない報告書を作成していただければと思います。

また、必携の発売や実務講習会の開催情報も掲載いたします。必携には大阪府内の記入要領も掲載しており、講習会でも記入要

領のご説明をさせていただきますので、是非ご購入、ご受講をご検討ください。

令和8年9月1日
大阪建築防災センター定期報告部

vol.６

以下の項目が新たに建築設備検査の検査項目に追加されました。

【検査結果表-1】

・1(9) 各居室の給気口及び排気口における物品の放置の状況

・2(9) 各居室の給気口及び排気口における物品の放置の状況

【検査結果表-5】

・2(3) 照明の妨げとなる物品放置の状況

上記の「物品の放置の状況」は、これまで特定建築物調査で調査していた項目が、建築設備検査の検査項目に移行され

たものです。前回のニュース(Vol.2)でも記載しましたが、大阪府管轄の市町村においては、建築設備検査が対象外と

なっている用途など建築設備検査で検査が行われないものについては、引き続き特定建築物で調査するように調査項目

を建築物調査に付加していますのでご注意ください。

大阪建築防災C 定期報告ニュース
～ 令和7年度法改正に関するよくある質問・疑問 ～

新たに建築設備検査で検査することになった項目

「非常用の照明装置」の自動検査機能の活用

常時閉鎖式防火扉について

定期報告の調査・検査に係る告示が改正されます

令和７年7月１日に定期報告の調査・検査に係る告示が改正されました。前回のニュース(Vol.2)では、改正される項目のうち

「特定建築物調査」に係る部分をご紹介しましたが、今回のニュースでは「建築設備検査」と「防火設備検査」についてご紹介します

(詳細は各告示・各特定行政庁の細則をご確認ください) 。防災センターにお問い合わせの前にこのニュースの内容をご確認いた

だければと思います。主な改正の概要については、前回のニュース(Vol.2)をご確認ください。

■2(1)「予備電源への切替え及び器具の点灯の状況並びに予備電源の性能」の検査における自動検査機能の活用

予備電源への切替え及び器具の点灯の状況並びに予備電源の性能の検査において「自動検査機能」による検査が可能

になりました。自動検査機能を有するものにあっては、自動検査機能による検査終了後における表示等を確認するこ

とで足ります。自動検査機能による検査手順は、各メーカーにより異なるので、詳細は各メーカーの取扱説明書等を

ご確認ください。

■ 2(2) 「照度の状況」の検査における自動検査機能の活用

自動検査機能を有し、非常時のみLEDランプが点灯するものの照度の状況の検査は、照度計による照度測定によらず、

前述の自動検査機能による検査終了後における表示等を確認することで足ります。

注意：自動検査機能を有していても、非常時のみLEDランプが点灯する非常用の照明装置以外の器具（光源がLEDラ

ンプ以外のもの、光源がLEDランプでも併用形のもの）はこれまで通り照度測定を行ってください。

法改正に関する最新情報を、より迅速かつ分かりやすくお届けするため、「定期報告の法改正情報」

ページを開設しました。

このページでは、定期報告にまつわる最新の法律改正情報や施行スケジュールをまとめ定期的に

更新していきます。法令遵守のための情報収集をスムーズにし、適切な対応をサポートする内容を

提供してまいりますので、ぜひご活用ください！

令和７年9月●●日
大阪建築防災センター定期報告部

１

https://www.okbc.or.jp/houkaisei/

vol.４

■非常用の照明装置の一部の検査については、「自動検査機能」が活用できます。

■「自動検査機能」とは、器具本体に搭載されているスイッチや、リモコンによる起動操作等により、蓄電池を放電

(非常点灯)させ、定格時間経過後に放電基準電圧以上であることを判定する機能です*1。

■自動検査機能による検査手順は、各メーカーにより異なるので、詳細は各メーカーの取扱説明書等をご確認ください。

Point

Topic

ニュース(Vol.2)でも記載しましたが、告示の改正に伴い、常時閉鎖式の防火扉の一部の調査項目が防火設備点検の検

査項目に移行しました。しかし、H28告示第723号では『平成20年国土交通省告示第282号第2の規定により特定行政

庁が各階の主要な常閉防火扉に係る(1)～(5)までの項目、方法及び結果の判定基準に相当する項目等を付加した場合

にあっては、各階の主要な常閉防火扉については、 (1)～(5)までの項目に係る定期検査等を行うことを要しない。』

旨が規定されており、大阪府内の運用としては、これにより、各特定行政庁の細則にて、常閉防火扉に係る検査項目

を特定建築物の調査項目に付加するため、防火設備点検の検査項目に移行した常閉防火扉の検査項目は今までどおり

特定建築物調査での調査・報告となります。詳しくは、特定行政庁の細則や新様式(2025.7.1現在様式)をご確認くだ

さい。(注：防火設備点検の防火扉の検査項目(4)は常閉防火扉に限定した項目のため新様式では取消されています。)

２

４

引用元＊1：「建築設備定期検査業務基準書 – 改正定期検査告示(令和7年7月１日施行)の解説 – 」

編集・発行：一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター

別表４(非常用の照明装置の照度測定表)が新しくなります

前述の通り、自動検査機能を有するものについては、その機能を活用した検査が可能となりました。それに伴い別表4

については、光源がLEDランプのもののうち「自動検査機能あり」のものと、「自動検査機能なし」のものとを分類し

て記入することになりましたので、報告書作成時はご注意ください。新しい別表4については、新様式(2025.7.1現在

様式)をご確認ください。

３

■告示の改正で防火設備点検で検査することとなっている常時閉鎖式の防火扉の点検項目については、

大阪府内は全行政庁で特定建築物調査での調査となります。それらの調査項目は、追加様式になりますので

ご注意ください。

■告示改正に伴い、検査日が令和7年7月1日以降の全ての報告書について、様式が新しくなります。

新様式は、大阪建築防災センターのホームページからダウンロードしていただけます。

・特定建築物： 2025.7.1現在様式

・建築設備： 2025.7.1現在様式

・防火設備： 2025.7.1現在様式

・小規模民間事務所等の特定建築物：事小 2025.7.1現在様式（対象用途が小規模民間事務所等のみの場合に限る）

(※小規模民間事務所等については、ニュースのVol.1をご参照ください。)

Point

各照度の記入欄に判定が
追加されました。 

光源の種類や照度の記入内容が
変更されました。 

最低照度の記入欄のLEDが「自動検査機能なし」と「自動検査機能あり」に分けられました。 
「LEDランプ自動検査機能あり(併用型)」については、その他の欄にご記入ください。

報告対象棟となっている建物内にある駐車場・駐輪場や倉庫・物置などは対象か？Q●
原則、報告対象用途に付随(従属)するもの(駐車場・駐輪場・倉庫・物置など)は、対象用途となります。

但し、倉庫が主体となるような建物(大規模な倉庫や配送センターなど)の建物の一角に事務所がある場合は、事務所の

みを対象用途とする場合がありますので、判断に迷う場合は必ず事前に対象範囲について特定行政庁にご相談ください。

バックナンバーもご確認ください。

今回で、大阪建築防災C定期報告ニュースは、Vol.4となります。Vol.1では「●」について、 Vol.2・3では「●」に

ついて、掲載していますので、バックナンバーもご確認いただき、調査・検査にお役立てください。ニュースのバック

ナンバーはホームページにデータもアップしております。

○○○○？Q●

○○○○○○○○○○○○。

＜バックナンバーについて＞

今回で、大阪建築防災C定期報告ニュースは、vol.5となりました。vol.1では「事務所の対象規模拡大」について、 

vol.2・3では「令和7年7月の法改正」について、 vol.4では「小規模民間事務所等についてのよくある質問」について、

掲載していますので、バックナンバーもご確認いただき、調査・検査にお役立てください。ニュースのvol.1～4はホー

ムページにデータでアップしております。

大阪建築防災C 定期報告ニュース
～ 令和7年度法改正に関するよくある質問・疑問 ～

よくある質問・疑問にお答えいたします

令和７年度には、定期報告に関する２つの大きな改正がありました。１つ目は、令和７年４月１日に大阪府内の６つの特定行政庁で

事務所・その他これに類するものの定期報告対象規模が拡大されました。 ２つ目は、 令和７年７月１日に定期報告の調査・検査に

かかわる告示が改正されました。それにより、各特定行政庁の細則も改正されています。今回のニュースではこれらの法改正のう

ち、令和7年7月1日改正に関するよくある質問・疑問にお答えいたします。防災センターにお問い合わせの前にこのニュースの内

容をご確認いただければと思います。主な改正の概要については、 以前のニュース(Vol.１～３)をご確認ください。

令和７年11月1日
大阪建築防災センター定期報告部

vol.５

非常用照明の作動の状況は特定建築物調査で調査しなくてよくなったのか？Q6

●●●●

非常用照明の作動の状況は、特定建築物調査の調査項目から削除されました。但し、建築設備検査が対象外となってい

る用途など、建築設備検査が行われないものについては、大阪府管轄の市町村 (Q1表下の※4参照)のみこれまでと変

わらず特定建築物で調査するよう調査項目が付加されていますのでご注意ください。具体的には、調査結果表-4(常閉

防火扉等)の項目(C12)に「非常用の照明装置の作動の状況」が付加されています。

また、定期報告の要否とは関係なく建物の維持管理は当然必要です。報告が不要になったことが維持管理が不要になっ

たという事ではありませんので、引き続き非常用照明の維持管理に努めてください。

自然排煙設備の作動の状況は特定建築物調査で調査しなくてよくなったのか？Q5
●●●●自然排煙設備の作動の状況は、調査項目の5(26)「排煙口の維持保全の状況」で調査していただくことになりますので、

特定建築物の調査項目から削除されていません。また、特別避難階段の附室の自然排煙口は5(21)、非常用エレベー

ターの乗降ロビーの自然排煙口は5(31)で調査していただくことになりますので、あわせてご確認ください。

非常用照明のLED(自動検査機能あり)の器具は照度測定が不要ですか？Q7

●●●●

平成20年国土交通省告示第285号の照度の状況の検査方法では、『避難上必要となる部分のうち最も暗い部分の水平床

面において低照度測定用照度計により測定する。ただし、自動検査機能を有し、非常時のみLEDランプが点灯するもの

にあっては、自動検査機能による検査終了後における表示等により確認することで足りる。』となっています。

よって、単に照度を測定しなくていいわけではなく、非常時のみ点灯するLEDで自動検査機能の検査終了後の表示等を

確認していただくことで、照度測定に代えることができるという事ですので、ご注意ください。

特定建築物調査の調査結果表-3の調査項目4(32)の「戸」とは何か？Q3
●●●●平成20年国土交通省告示第282号では、4(32)の調査項目で戸について、「令第112条第19項第2号に掲げる戸に限

る」と記載されています。よって単に「とびら」という事ではなく、令第112条第19項第2号に掲げる”戸”ですので、

再度条文をご確認ください。

特定建築物調査において、常閉防火扉の運動エネルギーや閉鎖力は調査しなくてよくなったのか？Q4

●●●●

常閉防火扉における運動エネルギーや閉鎖力の調査は、令和7年7月1日の法改正で、告示では防火設備検査で実施する

ことになっていますが、Q2に記載の通り大阪府内の特定行政庁では、常閉防火扉に係る検査項目を特定建築物の調査

項目に付加したため、特定建築物の調査で実施していただくことになります。

具体的には、調査結果表-4(常閉防火扉等)の調査項目(C5)で調査項目を付加してるため、常閉防火扉における運動エネ

ルギーや閉鎖力の調査は、特定建築物の調査にて実施していただくことになっていますので、ご注意ください。 (詳細

は各特定行政庁の細則をご確認ください)

Topic

特定建築物調査の調査結果表-3の調査項目4(29)～(31)と調査結果表-4(常閉防火扉等)の調査項目(C1)
～(C5)の違いは？Q2

●●●●

平成20年国土交通省告示第282号では、4(29) の調査項目において、調査対象が『常時閉鎖又は作動した状態にある

防火設備※1(防火扉を除く。)又は戸(以下、この表において「常閉防火設備等」という) 』と記載されています。つま

り、常時閉鎖式の防火扉(以下、「常閉防火扉」という)はこの調査項目から除かれています。

同様に、4(30)・(31)の調査項目も「常閉防火設備等」に対する調査項目なので常閉防火扉は調査項目から除かれてい

ます。では、これらの項目において常閉防火扉はなぜ除かれているのかというと、告示においては防火設備検査で検査

することになっているからです。

しかし、防火設備検査に移行したこれらの検査項目は、ニュースのvol.2・3にも記載した通り、特定行政庁が特定建築

物の調査項目として付加すれば、以前と同様に特定建築物の調査項目とできるため、大阪府内の運用としては、各特定

行政庁の細則にて、常閉防火扉に係る検査項目を特定建築物の調査項目に付加したので、防火設備検査の検査項目に移

行した常閉防火扉の検査項目は今までどおり特定建築物調査での調査・報告となります。

この付加した常閉防火扉に対する調査項目が、調査結果表-4(常閉防火扉等)の項目(C1)～(C5)となっています。判定

時お間違いないようにお願いします。また、この様式は、全ての項目に該当がない場合も添付が必要ですので、ご注意

ください。

調査結果表-4（常閉防火扉等）はどの特定行政庁のどの用途で調査対象なのかが分かりません。
調査が必要でしょうか？Q1

調査結果表-4(常閉防火扉等)の調査項目は、全ての特定行政庁・用途で調査対象となっているわけではありません。

ニュースvol.2にも掲載しましたが、”どの特定行政庁”の”どの用途”において”どの調査項目”が調査対象になっているか

は、下表をご参照ください。 (詳細は各特定行政庁の細則をご確認ください)

防火設備検査において、防火扉の運動エネルギーや閉鎖力の測定の検査項目はなくなったのか？Q8
検査項目の名称が変更されていますが、検査結果表-1の検査項目1(5) 「人の通行の用に供する部分に設ける防火扉 作

動の状況」で検査していただくことになっていますので、検査項目はなくなっていません。

検査項目、検査事項、検査方法、判定基準については、告示(平成28年5月2日国土交通省告示第723号)に定められてい

ますので、ご確認ください。

※1 告示の調査項目において、「防火設備」は、『防火扉、防火シャッターその他これらに類するものに限る。
以下この表において同じ。又は戸（令第百十二条第十九項第二号に掲げる戸に限る。)』となっています
ので、あわせてご注意ください。

令和７年度には、定期報告に関する２つの大きな改正がありました。１つ目は、令和７年４月１日に大阪府内の６つの特定行政庁で

事務所・その他これに類するものの定期報告対象規模が拡大されました。 ２つ目は、 令和７年７月１日に定期報告の調査・検査に

かかわる告示が改正されました。それにより、各特定行政庁の細則も改正されています。今回のニュースではこれらの法改正のう

ち、令和7年7月1日改正に関するよくある質問・疑問にお答えいたします。防災センターにお問い合わせの前にこのニュースの内

容をご確認いただければと思います。主な改正の概要については、 以前のニュース(Vol.１～３)をご確認ください。

■書籍の種類：特定建築物調査者必携・建築設備検査者必携・防火設備検査者必携

■発売時期：10月発売予定

■内容：大阪府内の報告書様式に対応した記入要領、調査・検査項目の解説、関係法令等を掲載

■販売場所：（一財）大阪建築防災センター定期報告部又はAmazonでご購入いただけます

2026年版必携を発売します
2022年版以降発売していなかった調査者必携・検査者必携をこのたび発売いたし

ます。令和7年度の法改正を盛り込んだ内容になっていますので、是非ご購入いた

だき調査・検査にお役立てください。

■開催日：令和8年10月6日（火） ・ 7日（水） [ お申込みは、9月15日まで(先着順) ]

■会場：大阪府建築健保会館(6階多目的ホール) 大阪市中央区和泉町2-1-11

■講習内容：法体系・対象規模・記入要領・法改正の解説など

■受講料：特定建築物・建築設備・防火設備 各8，000円（各課程2026年版 必携付き）

↓詳細はHP又は
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コロナの影響もあり、令和元年以降開催していなかった対面の講習会を7年ぶりに

開催いたします。昨年度の法改正による調査・検査項目の変更点を含めた記入要領、

法改正の内容等を解説しますので、是非受講ください。

↓詳細はHP又は
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１ 共通事項

■ 報告書の様式は最新ですか？

令和7年7月の法改正に伴い、報告書の様式が改定されています。様式の日付はどれも「2025.7.1現在様式」ですの

で、最新の様式で作成ください。旧様式(混在含む)では、受付できず再提出となりますので、ご注意ください。

■ 調査・検査日から3か月が経過していませんか？

調査・検査日から3か月以内にご報告していただく必要があり、3か月を超えると受付できません。防災センターでは、

支援サービスをご利用いただく場合、ご提出日(郵送の場合、到着日)から最初の形式チェック完了までに平常時で５

営業日(繁忙期は除く)いただいておりますので、余裕をもってご提出ください。調査・検査日から3か月が経過する直

前にご提出された場合、支援サービスをお断りする場合があります。

■ 前回の報告日から６か月が経過していますか？

報告の間隔はおおむね6か月空けていただく必要があります。前回の報告日から今回の報告が6か月経過しているかご

確認の上、ご提出ください。 6か月が経過するのを待っているうちに、前述の調査・検査日から3か月が経過してし

まうことがありますので、あわせてご注意ください。

■ 第一面の報告者の欄は正しく記載されていますか？

第一面の右上(日付の下)の報告者欄は、所有者又は管理者に完全に整合している必要があります。ご提出前にはお間

違いがないかご確認ください。

■ 別物件の報告書のエクセルファイルをコピーして使用していませんか？

報告書の第一面の所有者、管理者や調・検査者の欄が同じ内容の場合、最初に作成した報告書のエクセルファイルを

コピーして、必要な項目のみ書き換えて作成している報告書が見受けられます。このような作成の方法だと、書き換

え忘れ等があった場合、間違った内容になっていることがありますが、防災センターでは確認はできません。

■ 前回の報告書のエクセルファイルをコピーして使用していませんか？

前回も調査(検査)をしていただいている場合、報告書の様式に変更がなければ、前回の報告書のエクセルファイルを

コピーして作成されている方もおられるようです。今年度の内容に書き換えないといけない部分を前回のままの内容

で提出してしまう危険があり、間違った内容となっていることがありますが、防災センターでは確認はできません。

例えば前回の報告書をコピーして使用し、今回の調(検)査日を書き換え忘れた場合、調(検)査日が前年度のものと

なっているので、調(検)査から3か月以上経過していることになります。このようなミスで受付処理が止まってしまう

ので、報告書のエクセルファイルはコピーせず都度新しいもので作成いただければと思います。

３ 建築設備

■ 別表1～4は添付されていますか？また、別表４は最新の様式になっていますか？

報告すべき建築設備の種類に応じて別表1～4の添付が必要です。添付漏れがよく見られますので、ご提出前にご確認

ください。また、令和7年7月の法改正により別表4の様式が新しくなっています。最新の様式で作成しているかも合わ

せてご確認ください。

４ 防火設備

■ 各階平面図はすべて添付されていますか？

防火設備の報告書には各階平面図の添付が必要です。報告対象外用途の階であっても、防火設備の設置がない階であっ

ても報告対象建物のすべての階の平面図の添付が必要ですので、ご提出前にご確認ください。

２ 特定建築物

■ 第二面2.二（建築面積）、2.ホ（延べ面積）は正しく記載されていますか？

第二面の2.二（建築面積）、2.ホ（延べ面積）は、報告対象建築物だけでなく敷地内にある全ての建築物の合計面積

を記入いただく欄ですので、ご注意ください。

■ 第二面3.イ（階別用途別床面積）は正しく記載されていますか？

第二面3.イ（階別用途別床面積）の欄は、報告対象建物の各階の用途別床面積を記入いただく欄です。敷地内の別棟

の用途や面積を書く欄ではありませんので、ご注意ください。よって、この欄の面積の合計と前述の2.ホ（延べ面

積）は、一致するとは限りません(敷地内に別棟があれば、 2.ホ（延べ面積）の方が大きくなります)。

報告対象用途の欄には報告対象の用途名(第一面4.ニに記載した用途名)を用途ごとに記入し、面積の欄にはその用途

に供する面積を記入し、報告対象用途以外の用途は、当該階の行のその他の用途の欄に用途名と面積を記入ください。

■ 第二面5.（新築、増築、改築等の経過）は正しく記載されていますか？

第二面5.（新築、増築、改築等の経過）の欄は、新築から現在に至るまでの敷地内の新築、増築、改築等の経過をす

べて記入いただく欄です(経過が新築のみの場合は、空欄のままで結構です。)。上から古い順に記入していただき、

日付は確認済証の交付日を記入ください（検査済証の交付日ではありませんのでご注意ください）。概要欄には、”新

築”、”増築”等の建築行為を記入ください。また、6.イ～二の欄はこの欄の最も新しい確認申請の情報を記入ください。

■ 調査結果表-4（常閉防火扉等）は添付されていますか？

令和7年7月の法改正により、新しく調査結果表-4(常閉防火扉等)が追加されています。この様式は全ての報告書に添

付が必要です。添付漏れがよく見られますので、ご提出前にご確認ください。

■ 配置図・各階平面図はすべて添付されていますか？

敷地と建物の関係が分かる配置図の添付が必要です。境界線(境界線名含む)や方位の記入漏れなどがよく見られます

のでご注意ください。また、配置図は敷地全体が明示されている必要があり、敷地内に報告対象建築物以外の建物が

ある場合は、その建物も明示ください。各階平面図については、床面積が発生している階の全ての平面図が必要です。

階数に算入されない塔屋階(PH階)や地階(ピット階)の添付漏れがよく見られますので、あわせてご確認ください

５ まとめ

■ 間違いのない報告書作成に向けて

今回、ご紹介させていただいたよくある間違いは、最初の形式チェックで指摘させていただく内容のごく一部です。

このような間違いや添付漏れがあると、お電話にてご確認させていただいたり、不足の書類をご提出いただくまで受

付が止まってしまいますので、ご提出前にご確認ください。また、下記に記載する防災センター発行の必携や実務講

習会もご活用いただき間違いのない報告書を作成していただければと思います。

実務講習会を開催します

QRｺｰﾄﾞ

QRｺｰﾄﾞ

■ 別表1～4は添付されていますか？また、別表４は最新の様式になっていますか？

報告すべき建築設備の種類に応じて別表1～4の添付が必要です。添付漏れがよく見られますので、ご提出前にご確認

ください。また、令和7年7月の法改正により別表4の様式が新しくなっています。最新の様式で作成していただいて

いるかも合わせてご確認ください。

■ 排煙系統図は添付されていますか？

別表3には、排煙系統図を記載していただく欄がありますが、欄が小さいため、この欄に”別紙参照”と記載いただき、

排煙系統図を別で添付していただくことが多いと思います。しかし、別紙参照とは記入されているものの排煙系統図

が添付されていないことが多いので、ご提出前に添付漏れがないかご確認ください。

↓詳細はHP又は
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https://www.okbc.or.jp/houkaisei/
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